
 

 

令和６年６月 28日 

 

各 位 

 

日立市長 小 川 春 樹  

（観光物産課扱い） 

 

 

令和６年度市内周遊バスツアー造成事業者補助事業について（お知らせ） 

 

 

梅雨の候、皆様にはますます御清祥のこととお喜び申し上げます。 

日頃から、本市の観光行政につきまして、格別の御高配を賜り厚くお礼申し上げ

ます。 

さて、本市における令和６年度観光産業育成支援事業につきまして、本市内の観

光施設・観光資源等を周遊するバスツアーの造成事業者に向けての補助を行うこと

となりました。 

つきましては、別添案内チラシのとおり実施いたしますので、内容を御確認いた

だき、バスツアーの造成について御検討いただいた上で、期日までに申請書類の御

提出をお願いいたします。 

申請書類については、市のホームページ下部のファイルダウンロードより御確認

をお願いします。 

なお、本事業につきましては、予算額が無くなり次第終了いたします。 

 

 

 【問合せ先】 

〒317-8601 日立市助川町 1-1-1 

日立市産業経済部観光物産課  

担当 髙橋・鈴木 

  TEL  0294-22-3111（内線 406） 

  Email kanko@city.hitachi.lg.jp 

 

 

 

以 上 

ＱＲコード 

mailto:kanko@city.hitachi.lg.jp


 

 

 

 

【市内周遊観光バスツアー支援事業について】 

 

  

項 目 市内周遊観光バスツアー支援事業 

事業概要  本市の観光施設、地域資源を周遊するバスツアーを造成する事業者を支援し、関

係人口や交流人口を増加させることにより観光産業及び地域経済の活性化を図る。 

補助対象者 

 

 

 

 

 

次の事項に該当する者 

１ 日立市暴力団排除条例（平成24年条例第１号）第２条各号に定める者でない者 

２ 市民税、都道府県民税、法人市民税、固定資産税、都市計画税又は軽自動車税

に滞納がない者 

３ 旅行業法（昭和27年法律第239号）第３号に基づく観光庁長官の登録を受けた事

業者 

４ 令和６年10月１日から令和６年12月31日までの期間に催行し、広く一般から参

加者を募集するバスツアーを造成する者 

補助要件 １ 以下のいずれかとする 

 (1) 日帰りの場合、市内の観光施設、観光資源等を２か所以上周遊すること 

 (2) 宿泊を伴う場合、市内の観光施設、観光資源等を１か所以上、市内の宿泊施

設に宿泊すること 

２ バスツアー参加者補助額分を本来のバスツアー料金から差し引くこと 

３ 本来のバスツアー料金、補助額を差し引いた額のバスツアー料金及び当該補助

を受けている旨、バスツアーの参加者募集記事等に明記すること 

受付期限 令和６年７月１日(月)から令和６年11月29日（金）まで 

※先着順です。予算上限に達し次第、終了いたします。 

補助金額等 ※ 裏面をご覧ください。 

令和６年度日立市観光産業育成支援事業のお知らせ 

～本市内の観光施設・観光資源等を周遊するバスツアーを造成する旅行事業者を 

支援します～ 

【問合せ先】 

日立市産業経済部観光物産課 

担当：髙橋、鈴木 

電話：０２９４－２２－３１１１ (内線４０６)  

E-mail：kanko@city.hitachi.lg.jp 

ＱＲコード 



① バスツアー参加者数に応じた補助 

項目 バスツアー参加者数に応じた補助 

補助概要  バスツアー造成事業者に対し、造成した市内周遊観光バスツアーの区分及び参加

者数に応じたバスツアーの造成経費の補助 

補助額  下表のいずれかとする 

区分 出発地 補助額（参加者１人当たり） 

日帰り 
県外出発 1,000円 

県内 500円 

宿泊 
県外 2,000円 

県内 1,000円 
 

補助金額 補助額（参加者１人当たり）×参加者数＝補助金額 

 

② バスツアー料金の一部補助 

項目 バスツアー料金の一部補助 

補助概要  バスツアー参加者が支払うバスツアー料金の２割分（上限額あり）を割り引き、

割引額と同額分を市が代わりにバスツアー造成事業者に支払う補助 

※ 必ず、補助金額を本来のバスツアー料金から差し引いて参加者募集を行うこと

としてください。 

補助額  下表のいずれかとする 

区分 割引支援 補助上限額（参加者１人当たり） 

日帰り 
1/5 

1,000円 

宿泊 2,000円 

※ 100円未満の端数は切り捨て 

補助金額 補助上限額（参加者１人当たり）×参加者数＝補助金額 

 

上記の「①バスツアー参加者数に応じた補助」と「②本来のバスツアー料金と実際に参加者が

支払う料金の差額分の補助」の総額をバスツアー造成事業者に補助します。 

※ いずれかのみの適用は行えません。 

 

※ 申請手続の詳細については、別紙を御確認ください。 

  



 

 

 

 

①申請書（様式第１号）と添付書類の提出 

・事業計画書（様式第２号） 

・収支予算書（様式第３号） 

・誓約書・同意書 

・補助対象経費の内訳が分かる見積書の写し 

・バスツアー行程表の写し 

・バスツアー料金及び定員数が分かる書類 

・バスツアー料金内訳（施設利用料、食費、交通費等）が分 

かる書類 

                ・旅行業法の登録を受けていることが分かる書類の写し 

                ・その他事業内容を確認するために必要な書類 

②審査→補助金等交付決定通知書送付 

 

③バスツアー催行 

 

④実績報告書（様式第８号）と添付書類の提出 

・収支決算書（様式第９号） 

・バスツアー最終行程表等の写し 

・バスツアー参加者数が分かるもの（参加者名簿、宿泊者名 

簿等）の写し 

・本来のバスツアー料金、補助額を差し引いた後のバスツア 

ー料金及び当該補助を受けている旨、明記されているバス 

ツアーの参加者募集記事等の写し 

・その他事業内容を確認するために必要な書類 

 

➄確定 

 

⑥請求書（様式第 11号）と添付書類の提出 

・振込先がわかるもの（通帳の写し等） 

・補助金等決定通知書の写し 

 

⑦振込 

補助金支給までの流れ 



令和６年度日立市観光産業育成支援事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市の観光産業及び地域経済の活性化を目的とし、来訪者

の利便性の向上や関係人口、交流人口の増加を図るための安全で快適な宿泊環

境を整える民間宿泊施設、インバウンドの受入環境を整える観光関連施設及び 

市内の観光施設、地域資源を周遊するバスツアーを造成する事業者を支援する

ため、事業に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することについて、日立

市補助金等交付規則（昭和45年規則第42号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象事業及び補助対象要件） 

第２条 補助対象事業は、次の各号に掲げるものをいう。 

(1) ホテル等快適化改修支援事業 

旅館業法（昭和23年法律第138号）第２条第２項に規定する旅館・ホテル

営業又は同条第３項に規定する簡易宿泊所営業であって、部屋数が25室未満

又は収容人数が50人未満である市内の宿泊施設（従業員のための福利厚生施

設及びその関連施設並びに風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和23年法律第122号）第２条第６項第４号に該当する施設を除く。）

において、別表１に掲げる整備を行う事業をいう。 

(2) 観光誘客及び広報宣伝に係る支援事業 

一般社団法人日立市観光物産協会の正会員が営む市内の施設（風俗営業等

の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に該当する施設を除く。）に

おいて、別表２に掲げる整備を行う事業をいう。 

 (3) 市内周遊観光バスツアー支援事業 

   旅行業法（昭和27年法律第239号）第３条に規定する登録を受けている事

業者が造成する本市の観光施設、地域資源を周遊するバスツアーであって、

別表３の補助対象要件の欄に掲げる要件を満たす事業をいう。 

２ 同一事業者が、同一年度において、第１項第１号又は第２号に係る補助金の

対象とすることのできる整備は、別表１又は別表２に掲げる整備種目のうちい

ずれか一つとし、かつ、当該整備において、対象とすることのできる経費は、



市内に事業所等を有する法人又は市内の個人事業主が施工した工事の費用に限

る。 

３ 本要綱に基づく補助金以外に補助金等の交付を受けている、又は受ける予定

がある事業は、補助の対象外とする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は次の各号に該当する者とする。  

(1) 日立市暴力団排除条例（平成24年条例第１号）第２条各号に該当しない者 

 (2) 市民税、都道府県民税、法人市民税、固定資産税、都市計画税又は軽自動

車税に滞納がない者 

(3) 第２条第１項第１号及び第２号の場合、次に該当する者とする。 

ア 令和７年３月31日までに補助対象事業を完了することができる者 

イ 補助対象施設を借用している又は借用しようとしている者で、補助対象

事業の実施について補助対象施設の所有者の承諾が得られるもの 

(4) 第２条第１項第３号の場合令和６年10月１日から令和６年12月31日までの

期間に催行し、広く一般から参加者を募集するバスツアーを造成する者 

 （補助金の額） 

第４条 第２条第１項第１号又は第２号の補助金の額は、別表１又は別表２のそ

れぞれの補助対象経費の欄に掲げる経費の２分の１の額（当該額に1,000円未

満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）とし、その限度額は、補助限

度額の欄に掲げる額とする。 

２ 第２条第１項第３号の補助金の額は、別表４の支援種目の欄及びバスツア

ー出発地の欄の区分に応じ、それぞれの補助額（参加者一人当たり）の欄に

掲げる額にバスツアー参加者数を乗じた額に当該バスツアーの割引前料金

（バスツアー造成事業者がバスツアー参加者から本来徴収すべき参加料金で

あって、当該事業者がその料金から割引をする場合における割引前の料金を

いう。）に５分の１を乗じた額（当該額が別表５の支援種目の欄の区分に応

じた参加者一人当たりの補助上限額を超える場合は、当該補助上限額までと

し、補助上限額を超えない範囲において100円未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨てた額とする。）にバスツアー参加者数を乗じた額を加えた額と

する。 



 （申請期限） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、以下の期日までに交付申請書を市

長に提出しなければならない。 

(1) ホテル等快適化改修支援事業・観光誘客及び広報宣伝に係る支援事業 

   令和６年６月24日（水）から令和６年９月30日（月）まで 

(2) 市内周遊観光バスツアー支援事業 

   令和６年７月１日（月）から令和６年11月29日（金）まで 

 （交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条に定める交付申請書に、

別表６の事業種目の欄の区分に応じ、それぞれの添付書類の欄に掲げる書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けた者は、補助事業が完了したときは、事業完了の日

から起算して30日を経過した日又は令和７年３月31日のいずれか早い日までに、

規則第６条の２に定める実績報告書に、別表７の事業種目の欄の区分に応じ、

それぞれの添付書類の欄に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

   附 則 

 この要綱は、令和６年６月26日から適用する。 

  



別表１ ホテル等快適化改修支援事業 

整備種目 補助対象経費 補助率 補助限度額 

ワーケーショ

ンの実践を考

慮した整備 

パソコン・タブレット等の端末機器、

ソフトウェア導入経費等のワ―ケーショ

ンの実践を目的とした機器等の導入に係

る経費（機器のレンタルに要する費用、

プロバイダ料金、修繕費、その他維持管

理に係る経費を除く。）又は施設整備に

係る電源又は照明の設置等工事費、拠点

施設整備のための建物改修、設備の新設

又は改修等のワ―ケーションルームの整

備経費として考えられる経費 

1/2 

20万円 

サイクリスト

にやさしい宿

整備 

安全な自転車の保管場所整備に係る費

用、洗濯機設置に伴う給排水工事に係る

費用、「サイクリストにやさしい宿」の

認定に必要な施設整備費の一部等 

バリアフリー

化に係る整備 

トイレの洋式化、手すり設置、段差解

消等の施設のバリアフリー化の整備に係

る経費、ユニバーサルツーリズムを推進

した整備経費 

公共無線ＬＡ

Ｎ整備 

無線ＬＡＮルーター、ケーブル配線等

の機材の購入費、設置費等の施設内の公

共無線ＬＡＮ整備に係る経費（機器のレ

ンタルに要する費用、プロバイダ料金、

修繕費、その他維持管理に係る経費を除

く。） 
10万円 

キャッシュレ

ス決済機器導

入整備 

施設内のキャッシュレス決済機器の導

入に係る経費（機器のレンタルに要する

費用、売上の振込手数料、通信料、その

他維持管理に係る経費を除く。） 



別表２ 観光誘客及び広報宣伝に係る支援事業 

整備種目 補助対象経費 補助率 補助限度額 

多言語化によるホ

ームページ及び施

設内表示物の整備 

外国語表記のホームページ、案内

表示板、誘導板、パンフレット等の

作成又は更新に係る経費 

1/2 10万円 その他、外国人観

光客の受入に有効

と認められるもの

の整備 

 外国人観光客の受入に有効と認め

られるものに係る経費 

 

別表３ 市内周遊観光バスツアー支援事業に係る補助対象要件 

事業種目 補助対象要件 

市内周遊観光バス

ツアー支援事業 

(1) 次のいずれかに該当すること 

  ア 日帰りの場合、市内観光施設、地域資源を２か所

以上周遊すること 

  イ 宿泊を伴う場合、市内観光施設、地域資源を１か

所以上周遊し、市内の宿泊施設に宿泊すること 

(2) 第４条第２項により算出した市補助額をバスツアー

料金から差し引くこと 

 (3) 第４条第２項により算出した市補助額を割り引く前

のバスツアー料金、市補助額を割り引いた後のバスツ

アー料金及び当該補助を受けている旨、バスツアーの

参加者募集記事等に明記すること 

 

別表４ 市内周遊観光バスツアー支援事業（参加者数に応じた補助） 

支援種目 バスツアー出発地 補助額（参加者一人当たり） 

日帰り 
県外 1,000円 

県内 500円 

宿泊 
県外 2,000円 

県内 1,000円 



別表５ 市内周遊観光バスツアー支援事業（バスツアー料金の一部補助） 

支援種目 割引額の算出率 補助上限額（参加者一人当たり） 

日帰り 
1/5 

2,000円 

宿泊 4,000円 

 

別表６ 申請書に添付する書類 

事業種目 添付書類 

ホテル等快適化

改修支援事業 

(1) 補助対象経費の内訳が分かる見積書の写し 

(2) 工事予定箇所の設計書 

 (3) 法人の登記事項証明書（個人の場合は、住民票の写し） 

 (4) 旅館業法の営業を許可していることが分かる書類の写し 

 (5) その他事業内容を確認するために必要な書類 

観光誘客及び広

報宣伝に係る支

援事業 

(1) 補助対象経費の内訳が分かる見積書の写し 

 (2) 外国語表記による案内表示板又は誘導板の整備に係る計

画図（当該整備を行う場合に限る。） 

 (3) 法人の登記事項証明書 

 (4) その他事業内容を確認するために必要な書類 

市内周遊観光バ

スツアー支援事

業 

 (1) 補助対象経費の内訳が分かる見積書の写し 

 (2) バスツアー行程表の写し 

 (3) バスツアー料金及び定員数が分かる書類 

 (4) バスツアー料金の内訳（施設利用料、食費代、交通費

等）が分かる書類 

 (5) 旅行業法の登録を受けていることが分かる書類の写し 

 (6) その他事業内容を確認するために必要な書類 

 

  



別表７ 実績報告書に添付する書類 

事業種目 添付書類 

ホテル等快適化

改修支援事業 

 (1) 補助対象経費の領収書又は支払を証明する書類の写し 

 (2) 補助対象経費の内訳が分かる書類（請求書又は見積

書）の写し 

 (3) 工事施工者が発行した工事完了報告書の写し 

 (4) 工事完了後の写真 

 (5) その他事業内容を確認するために必要な書類 

観光誘客及び広

報宣伝に係る支

援事業 

(1) 補助対象経費の領収書又は支払を証明する書類の写し 

 (2) 補助対象経費の内訳が分かる書類（請求書又は見積

書）の写し 

 (3) 整備箇所が分かる写真（施設内表示物の整備をした場

合に限る。） 

 (4) 成果物（印刷物を作成した場合に限る。） 

 (5) ホームページ画面の写し（ホームページを作成した場

合に限る。） 

 (6) その他事業内容を確認するために必要な書類 

市内周遊観光バ

スツアー支援事

業 

 (1) バスツアー最終行程表等の写し 

 (2) バスツアー参加者数が分かるもの（参加者名簿、宿泊

者名簿等）の写し 

 (3) 第４条第２項により算出した市補助額を割り引く前の

バスツアー料金、市補助を割り引いた後のバスツアー料

金及び当該補助を受けている旨、明記されているバスツ

アーの参加者募集記事等の写し 

 (4) その他事業内容を確認するために必要な書類 

 




